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申告は、早めに、正しく！

◆
対
　
象

　

所
得
税
及
び
復
興
特
別
所
得
税

を
納
め
る
方
が
、
住
宅
ロ
ー
ン
な

ど
を
利
用
し
て
平
成
25
年
中
に
マ

イ
ホ
ー
ム
を
新
築
・
購
入
・
増
改

築
な
ど
を
し
た
と
き
は
、
一
定

の
要
件
に
当
て
は
ま
れ
ば
、
居
住

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

（
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
）に

つ
い
て

の
用
に
供
し
た
年
か
ら
10
年
間
、

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
一
定
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事
や
省
エ
ネ

改
修
工
事
も
増
改
築
等
の
対
象
と

な
り
ま
す
。

※
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
方
は
、
１
年

目
に
確
定
申
告
を
す
る
と
、
２

年
目
以
降
は
年
末
調
整
で
控
除

が
受
け
ら
れ
ま
す
。

◇控除を受けるための要件と必要な添付書類（マイホームの新築や購入をして、平成25年中に居住の用に供した場合）

新
築
住
宅

要　　　件　　　　　　　　　　　　必要な添付書類
〈イ〉住宅取得後6か月以内に入居し、引き続

き居住していること
〈ロ〉家屋の床面積（登記面積）が50㎡以上

であること
〈ハ〉床面積の2分の1以上が、専ら自己の居

住の用に供されるものであること
〈ニ〉控除を受ける年の所得金額が3,000万円

以下であること
〈ホ〉民間の金融機関や独立行政法人住宅金融

支援機構などの住宅ローン等を利用して
いること

〈ヘ〉住宅ローン等の返済期間が10年以上
で、しかも月賦のように分割して返済す
ること

〈ト〉認定長期優良住宅について認定住宅の新
築等に係る住宅借入金等特別控除の特例
を適用する場合は、認定長期優良住宅で
あることが証明されたものであること

〈チ〉認定低炭素住宅について認定住宅の新築
等に係る住宅借入金等特別控除の特例を
適用する場合は、認定低炭素住宅である
ことが証明されたものであること。

〈A〉（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額
の計算明細書

〈B〉住民票の写し
〈C〉家屋の登記事項証明書(原本)、請負契約

書の写し、売買契約書の写し、交付を受
ける補助金等の額や住宅取得等資金の贈
与の特例を受けた場合はその額を証する
書類などで家屋の取得年月日・床面積・
取得価額を明らかにする書類

〈D〉住宅取得資金に係る借入金の年末残高等
証明書

〈E〉住宅ローン等に含まれる敷地等の購入に
係るローン等についてこの控除の適用を
受ける場合は、その敷地等の登記事項証
明書、その敷地等の分譲に係る契約書の
写しなどで、その敷地等の取得年月日・
取得価額などを明らかにする書類

〈F〉　認定長期優良住宅について認定住宅の新
築等に係る住宅借入金等特別控除の特例
を適用する場合は、上記〈A〉から〈E〉
のほか、長期優良住宅建築等計画の認定
通知書（長期優良住宅建築等計画の変更
の認定を受けた場合は変更認定通知書）
の写し及び住宅用家屋証明書若しくはそ
の写し又は認定長期優良住宅建築証明書

〈G〉認定低炭素住宅について認定住宅の新築
等に係る住宅借入金等特別控除の特例を
適用する場合は、上記〈A〉から〈E〉の
ほかその家屋が認定低炭素住宅に該当す
るものであること等を明らかにする一定
の書類

◎
復
興
特
別
所
得
税
の
創
設

　

平
成
25
年
か
ら
49
年
ま
で
の
各

年
分
で
所
得
税
を
納
め
る
義
務
の

あ
る
方
は
、
復
興
特
別
所
得
税
も

併
せ
て
納
め
る
義
務
が
あ
り
ま

す
。
復
興
特
別
所
得
税
額
は
次
の

算
式
で
求
め
ら
れ
ま
す
。

【
算
式
】　

復
興
特
別
所
得
税
額
＝

基
準
所
得
税
額
×
２
・
１
％

◎
市
・
県
民
税
の
均
等
割
の
税
率

の
特
例

　

東
日
本
大
震
災
を
踏
ま
え
て
自

治
体
が
実
施
す
る
防
災
に
係
る
財

源
を
確
保
す
る
た
め
の
法
律
が
施

行
さ
れ
、
平
成
26
年
度
か
ら
平
成

35
年
度
ま
で
の
間
に
限
り
、
市
民

税
の
均
等
割
の
税
率
に
５
０
０
円

を
加
算
し
、
３
５
０
０
円
と
な

り
、
県
民
税
に
つ
い
て
も
同
様

に
、
均
等
割
の
税
率
に
５
０
０
円

を
加
算
し
、
１
５
０
０
円
と
な
り

ま
す
。

◎
給
与
所
得
控
除
の
上
限
設
定

　

給
与
収
入
金
額
が
１
５
０
０
万

円
を
超
え
る
場
合
の
給
与
所
得
控

除
に
つ
い
て
、
２
４
５
万
円
の
上

限
を
設
け
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し

た
。

◎
給
与
所
得
者
の
特
定
支
出
控
除

の
見
直
し

・
特
定
支
出
の
範
囲
の
拡
大

　

特
定
支
出
の
範
囲
に
つ
い
て
、

次
に
掲
げ
る
支
出
が
追
加
さ
れ
ま

し
た
。

①
職
務
の
遂
行
に
直
接
必
要
な
弁　

　

護
士
、
公
認
会
計
士
、
税
理
士

　

な
ど
の
資
格
取
得
費

②
図
書
の
購
入
費
、
職
場
で
着
用

　

す
る
衣
服
の
衣
服
費
、
職
務
に

　

通
常
必
要
な
交
際
費
で
、
職
務

　

の
遂
行
に
直
接
必
要
な
も
の
と

　

し
て
給
与
等
の
支
払
者
に
よ
る

　

証
明
が
さ
れ
た
も
の
（
上
限

　

65
万
円
） 

・
特
定
支
出
控
除
の
適
用
判
定
・

計
算
方
法
の
見
直
し

①
給
与
等
の
収
入
が
１
５
０
０
万

　

円
以
下
の
場
合
の
適
用
判
定

　

は
、
特
定
支
出
の
合
計
額
が
給

　

与
所
得
控
除
額
の
２
分
の
１
を

　

超
え
る
時
に
適
用
。

②
給
与
等
の
収
入
が
１
５
０
０
万

　

円
を
超
え
る
場
合
の
適
用
判

　

定
は
、
特
定
支
出
の
合
計
額
が

　

１
２
５
万
円
を
超
え
る
時
に
適

　

用
。

【
算
　
式
】

　

給
与
等
の
収
入
金
額

−｛
給
与

所
得
控
除
額
＋
（
特
定
支
出
の
合

計
額

−

給
与
所
得
控
除
の
２
分
の

１
※
）｝＝
給
与
所
得
の
金
額

※
最
高
１
２
５
万
円

く
わ
し
く
は
、
国
税
庁
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
（http://w

w
w.nta.go.jp/)

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

◎
白
色
申
告
者
の
記
帳
義
務
化

　

平
成
26
年
１
月
か
ら
、
事
業
所

得
・
不
動
産
所
得
ま
た
は
山
林
所

得
が
生
じ
る
業
務
を
行
う
す
べ
て

の
方
（
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所

得
税
の
申
告
の
必
要
が
な
い
方
も

対
象
で
す
）
に
記
帳
・
帳
簿
等
の

保
存
が
義
務
付
け
ら
れ
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。

お
問
い
合
わ
せ
は
、

市
市
民
税
課
（
２
階
）

☎
（20）
１
５
７
７
、Ｆ
（20）
１
６
０
９
へ
。

【帳簿・書類の保存期間】 

帳

　簿

　

　書

　類

保存が必要なもの

収入金額や必要経費を記載した帳簿
（法定帳簿）
業務に関して作成した上記以外の帳簿
（任意帳簿）

決算に関して作成した棚卸表その他の書類

業務に関して作成し、又は受領した請求
書、納品書、送り状、領収書などの書類

保存
期間

7年

5年

5年

主
な
税
制
改
正
に
つ
い
て

（
平
成
25
年
分
以
降
の
所
得
税
お
よ
び
26
年
度
以
降
の
住
民
税
か
ら
適
用
さ
れ
る
も
の
）


